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１．平成28年度の取組

事務の高度化及び効率化に向け、海外特許庁とも連携しつつ、人工知能（AI)技術の
活用可能性を検討し、今後の活用に向けたアクション・プランを作成。
将来的な活用の局面において、ユーザーへのサービス向上や職員の働き方改革につなげる。

• 特許庁業務全体の棚卸しを行い、８９２業務に仕分け。

• 外部専門家（産総研等）の支援を得て、当面、AIの活用の対象となりうる業務として、
１５分野・２０業務を選定した上で、その可能性を検討。

• AIの活用可能性が高い、又は、費用対効果が見込まれる業務について、先行的に実機を用い
た実証を実施しつつ、当面のアクション・プランを作成・公表。

取組

目的
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２．平成28年度の検討フロー

業務全体の棚卸し （８９２業務）

外部専門家のレビュー等を踏まえたAIの活用可能性の検討

アクション・プランの作成

６～７月

９～１０月

１月～３月
先行的な実証
- データの取り込み
- 事業者による効果測定
- 特許庁職員による評価

アクション・プランの公表４月

中間検証（外部専門家による評価等）１０～１２月

業務量やシステム化状況等を勘案し、検討対象を選定
（８９２業務 → １５分野・２０業務）７～８月
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３．業務の性質に応じたAI活用可能性のレベル分け

システム化
されているか？

AIによる学習の必要がなく、
通常のシステム化で

対応可能な業務か？

過去の事例から
アウトプットの作成が
９割以上可能か？

AI活用可能性の判定ロジック

LV. 4
過去事例のみならず、
背景知識や概念の学
習等が必要な業務

LV. 3
成功パターンを学習
させることで対応可能

と見られる業務

LV. 
2

通常のシステム化で
対応する業務

（平成34年度末まで）

検討対象外

NO：対応困難

NO：システム化されていない

YES：システム化済

YES：単純なシステム化で
対応可能

YES：作成が可能

NO：作成が困難

（AI活用を検討すべき業務）

例：インターネットを介した出願受付、出願の住所等の様式チェック 等

例：国際出願に係るWIPOへの書類発送、
料金受付（現在、クレジットカード決済システムを開発中） 等

670業務
／892業務

182業務
／892業務

20業務
／892業務

LV. 
1

業務の頻度から見て、
ＡＩ活用の必要性が

乏しい業務
20業務

／892業務
例： 先行技術調査を外注しない案件の抽出 等

AIによる学習が可能な
十分な業務量が存在するか？ NO：業務量が少ない

YES：業務量が多い

（現時点での仕訳）
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４．平成28年度の先行的な実証事業例
AIの活用可能性が高い業務として、AIを用いた問合せ対応への実証を実施（29年1月～）。
学習させた分野に係る質問については、上位５位までに提示される回答案に正答が含まれる
割合は、８割を達成。
29年度は、学習範囲を拡大し、精度向上につなげることにより、早期の実用化を目指す。

電話応答システムの実証事業（庁全体で年間約３０万件の電話応答）

問合せ

回答

マニュアル

データ
ベース

ベテラン職員

確認

相談
申請者 各課窓口

答

業務課題2：業務中断

業務課題1：業務中断

問合せ

回答

問合せ支援
システム

（回答案を
AIが提示）

回答根拠
・過去QA

代表電話 フィードバック・
学習

質問

出願人

質問をAIが
自動認識

現状（各課が個別に質問応答） 将来像（AIを活用した質問応答の一元化）

業務中断による業務の遅延 業務への集中が可能となり、効率化を実現

現時点で、
上位５位までの
正答率８割を達成
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５．AI活用可能性に関する検討結果

LV. 
共通

特許 意匠 商標
受付 方式審査

LV. 4

９．特許登録可否の判断 １２．意匠登録可否の判断 １５．商標の審査判断

８．発明の内容理解・認定

７．先行技術調査 １１．先行意匠調査

LV. 3～4 ６．特許分類付与 １０．意匠分類付与
１４．商品・役務分類

の調査

LV. 3

3．紙出願の電子化
５．品質監査

（作成書類の誤記確認）
１３．先行図形商標の調査

2．申請書類の
印影確認

1．電話等の質問対応
（出願情報に係る応答に

必要な本人確認）

4．出願における登録商標
の使用の確認

1．電話等の質問対応
（質問理解と返答）

1．電話等の質問対応
（質問理解と返答）

1．電話等の質問対応
（質問理解と返答）

1．電話等の質問対応
（質問理解と返答）

1．電話等の質問対応
（質問理解と返答）

基礎研究確立済み、他業種で利用実績あり 研究開発段階 研究開発事例なし
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６．アクション・プラン

1．電話等の質問対応

2．紙出願の電子化

13．先行図形商標の調査

14．指定商品・役務調査

15．商標の審査判断

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

実証（精度検証） 本格導入
（対応一元化等、業務の在り方の見直し）

ＡＩ技術の進展を注視/支援ツールとしての活用方法について、引き続き検討

12．意匠登録可否の判断 ＡＩ技術の進展を注視/支援ツールとしての活用方法について、引き続き検討

実証（精度検証）

試行導入

（現場意見を受け改善）

精度・費用対効果が確認できれば、
試行導入 本格導入（現行システム切替に合わせ実施）

7．先行技術調査
（検索式の用語の拡張、
ヒット箇所のハイライト表示）

実証（精度検証・費用対効果の確認） 実証結果を踏まえ、導入可否検討

実証（精度検証・
費用対効果の確認）

試行導入

（現場意見を受け改善）

本格導入
（業務の在り方の見直し）

実証（精度検証・費用対効果の確認）
本格導入

（業務の在り方の見直し）
試行導入

（現場意見を受け改善）

10．意匠分類付与 実証結果を踏まえ、導入可否検討

3．書類の印影確認 費用対効果の確認
本格導入

（業務の在り方の見直し）

費用対効果が
確認できれば実証

試行導入

（現場意見を受け改善）

4．登録商標の使用確認
本格導入

（業務の在り方の見直し）
費用対効果の確認 費用対効果が

確認できれば実証

試行導入

（現場意見を受け改善）

費用対効果が
確認できれば実証

5．品質監査
(作成書類の誤記確認)

本格導入
（業務の在り方の見直し）

費用対効果の確認
費用対効果が

確認できれば実証
試行導入

（現場意見を受け改善）

（※）各事業の取組は、大まかな想定であり、実証の進捗状況、関連技術の開発の進展、その他の諸情勢により、変更がありうる。

8．発明の内容理解・認定 ＡＩ技術の進展を注視/支援ツールとしての活用方法について、引き続き検討

9．特許登録可否の判断 ＡＩ技術の進展を注視/支援ツールとしての活用方法について、引き続き検討

(全般）

(特許）

(意匠）

(商標）

6．特許分類付与
(テキストに基づく付与)

実証（精度検証・費用対効果の確認） 実証結果を踏まえ、導入可否検討

11．先行意匠調査
ソリューション案

再検討 実証（精度検証・費用対効果の確認）
実証結果を踏まえ、

導入可否検討

費用対効果の確認
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（参考）アクション・プラン（詳細①）
1. 電話・メールの質問対応
技術水準 類似業務の製品・サービスが存在。
データ蓄積 以下のデータの蓄積が必要。

・過去の質問パターンを網羅した電話・メールの応答記録。
・特許関連の用語。

今後のアクション 実証事業を通じ、条件が満たされる場合には、概ね２～３年以内に、試行又は本格導入を検討する。

2. 紙出願の電子（テキスト）化
技術水準 類似業務の製品・サービスが存在。

ただし、現在の文字の誤認識率を、現行技術のみで達成することは困難。
データ蓄積 不要。
今後のアクション 実証事業を通じ、現行技術の性能確認とコストの再検討を行うとともに、現行業務を棚卸しした上で、プロセスの一部

でのＡＩ適用を検討し、条件が満たされる場合には、概ね２～３年以内に、試行又は本格導入を検討する。

3. 申請書類の印影確認
技術水準 類似業務の製品・サービスが存在。
データ蓄積 不要。
今後のアクション 費用対効果の確認を行った上で、実証事業を通じ、条件が満たされる場合には、概ね２～３年以内に、試行又は本格

導入を検討する。

4. 特許出願における登録商標の使用の確認
技術水準 類似業務の製品・サービスが存在。
データ蓄積 以下のデータの蓄積が必要。

・登録商標の語句が登録商標として使用されている出願書類と、登録商標と異なる意味で使用されている出願書類の
データ。
・精度向上のために、同義語や上位下位概念の展開に用いる専門用語の蓄積が必要になる可能性あり。

今後のアクション 費用対効果の確認を行った上で、実証事業を通じ、データ蓄積の仕組み作り等を行い、条件が満たされる場合には、
概ね３～５年以内に、試行又は本格導入を検討する。

5. 品質監査（作成書類の誤記確認）
技術水準 類似業務に利用されている製品・サービスは確認できないものの、基盤技術が存在。

ただし、監査項目に変更が生じた場合、改めて検討の必要あり。
データ蓄積 不要。
今後のアクション 費用対効果の確認を行った上で、実証事業を通じ、条件が満たされる場合には、概ね２～３年以内に、試行又は本格

導入を検討する。
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（参考）アクション・プラン（詳細②）

7. 先行技術調査
技術水準 検索式に含まれる用語の拡張機能、検索インデックスを用いた検索の結果のヒット根拠箇所をハイライトする技術につ

いて、基盤技術が存在。
データ蓄積 検索結果の根拠箇所をハイライトする技術について、精度向上のために、FI・Fタームの付与根拠のデータの蓄積が必

要となる可能性あり。
今後のアクション 実証事業を通じ、付与根拠データの必要性の有無、精度、費用対効果等を確認。概ね３年かけて、業務支援の可能

性・導入の可否を検討していく。

9. 特許登録可否の判断（拒絶理由通知の作成）
技術水準 基礎研究を含め、関連技術が存在しない。
データ蓄積 -
今後のアクション ＡＩ技術の進捗を注視。支援ツールとしての活用方法について、引き続き検討。

8. 発明の内容理解・認定
技術水準 基礎研究を含め、関連技術が存在しない。
データ蓄積 -
今後のアクション ＡＩ技術の進捗を注視。支援ツールとしての活用方法について、引き続き検討。

6. 特許分類付与
技術水準 出願書類のテキスト情報からFI・Fタームの候補を付与根拠箇所とともに提示する機能について、基盤技術が存在。
データ蓄積 精度向上のために、FI・Fタームの付与根拠のデータの蓄積が必要となる可能性あり。
今後のアクション 実証事業を通じ、付与根拠データの必要性の有無、精度、費用対効果等を確認。概ね３年かけて、業務支援の可能

性・導入の可否を検討していく。

FI: 技術分野毎に細分化を行った検索インデックス、特許文書当たり、１～数個程度が付与される。
Fターム：発明の目的、用途、構造、材料、製法等の要素を基に細分化された検索インデックス。特許文書当たり数十個程度が付与される。

10. 意匠分類付与
技術水準 意匠分類候補の提示について、類似業務の製品・サービスが存在。
データ蓄積 不要。
今後のアクション 費用対効果の確認を行った上で、実証事業を通じ、概ね３年かけて、業務支援の可能性・導入の可否を検討していく。
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（参考）アクション・プラン（詳細③）

12. 意匠登録可否の判断
技術水準 基礎研究を含め、関連技術が存在しない。
データ蓄積 -
今後のアクション ＡＩ技術の進捗を注視。支援ツールとしての活用方法について、引き続き検討。

13. 図形商標の調査
技術水準 類似業務の製品・サービスが存在。
データ蓄積 要部となるデータ（複数の要部が存在し、重要度の違いがある場合は、その重みの情報も必要）の蓄積が必要。
今後のアクション 実証事業を通じ、条件が満たされる場合には、概ね３～５年以内に、試行又は本格導入を検討する。

14. 不明確な指定商品・役務調査
技術水準 不明確な指定商品・役務に対する補正案を提示する機能について、類似業務の製品・サービスが存在。
データ蓄積 指定商品・役務ごとに、採択事例のデータの蓄積が必要。
今後のアクション 実証事業を通じ、概ね２～３年以内に、試行又は本格導入を検討することが適当。

15. 商標の審査判断
技術水準 基礎研究を含め、関連技術が存在しない。
データ蓄積 -
今後のアクション ＡＩ技術の進捗を注視。支援ツールとしての活用方法について、引き続き検討。

11. 先行意匠調査
技術水準 本事業で検討したソリューション案について、基礎研究の報告なし。
データ蓄積 不要。
今後のアクション ソリューション案の再検討が必要。

例えば、日本意匠分類やロカルノ分類が、用途・機能と関連が深いことを利用した分類と用途・機能との関係をモデル
化し、当該モデルを基に分類を推定する方法等が考えられる。
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７．平成29年度の取組予定

• 特許庁内の業務について、より高度な水準の実証を実施。

• 外部委託している業務についても、民間機関の協力を得て、実証を幅広く実施。

• 特許庁内に、ＡＩ専門家等の有識者からなる「タスクフォース」を設置。最新の技術・市場動向を踏
まえつつ、各業務におけるＡＩ技術の活用に向けた検討・準備の進捗を定期的に点検・評価。必要
に応じ、アクションプランの見直しを実施。

• 国際会合等の機会を捉え、我が国の実証の結果を発信すること等を通じて、世界の特許行政事務
へのＡＩ活用を主導することを目指す。


